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研究成果の概要（和文）：本研究では、洪水および渇水現象による農作物被害が同じ場所で起こりうるにもかか
わらず、それぞれの対応技術が個別に発展してきたことで様々な問題が生じていることを指摘し、東南アジア稲
作地域を対象に冠水・干ばつ両被害緩和のための新たな統合的な栽培管理のあり方を示そうとした。広域時系列
衛星リモセンを用いて各地域の被害実態を定量的・空間的に把握し、冠水-干ばつ被害の関係について作付暦の
成立に着目して分析を行った。栽培が可能な期間は洪水や干ばつによって制限されるため、時間的余裕が少ない
作付暦ほど環境変動による被害を受けやすい。この時間的余裕を定量化し両被害の適応策を統合的に管理する指
標として提案した。

研究成果の概要（英文）：This study highlights that although crop damage from flood and drought 
events can occur in the same field, separate approaches to these phenomena have led to various 
issues. Thus, this study aimed to present a new integrated approach to crop management for 
mitigating damage caused by both floods and droughts in Southeast Asian rice-growing regions. Using 
time-series satellite remote-sensing data, we quantitatively and spatially detected actual damage in
 each region and analyzed the relationship between flooding and drought damage, with a focus on 
establishing the cropping calendar. Given that the cultivation period is limited by floods and 
droughts, cropping calendars with a short time margin are more susceptible to environmental changes 
that can cause damage. We quantified this time margin and proposed it as an indicator for integrated
 management of adaptation to both types of damage.

研究分野： 農業環境情報学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
自然現象としての洪水-渇水現象の統合的な研究は気象・水文学分野で多く行われてきたが、本研究で目指した
農作物の洪水-干ばつ被害要因を統合的に捉えようと試みた研究はこれまでにないものである。今後本研究がさ
らに発展することにより、新たな統合的被害緩和策が示され将来の気候変動の激化にも対応した頑強で安定的な
食料生産の実現に貢献すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

東南アジアモンスーン地域における農業は洪水や渇水といった気象災害の危険に常にさらされ

ながらも、これまでの長い間、季節的な気象のリズムや農地特性に合わせた柔軟で多様な栽培シ

ステムによって被害を回避してきた。近年になり近代的な治水・灌漑開発が急速に進められると、

栽培可能な範囲がこれまで不適であった季節や土地にも拡大し、高収量栽培技術の導入も伴うこ

とで生産力は飛躍的に増加する。しかしこのことが従来用いられてきた災害適応策の喪失につな

がり、これまで経験してこなかった新たな洪水-干ばつ被害問題を引き起こす要因となっている。最

近ではタイ・チャオプラヤ川流域およびカンボジア・メコンデルタ川流域での 2011 年の洪水、続け

て同地域での 2015 年の渇水による大規模な被害の発生が記憶に新しい。 

最近の洪水被害の発生原因が近年の急激な栽培形態や水管理の変化にあり、特に栽培可能

期間の拡大は従来用いられてきた被害回避に適応した作付時期や栽培様式を大きく狂わせてい

る傾向にある。さらにそのような中で一度洪水被害を経験すると多くの農民は次の年の洪水を警戒

し作付時期を修正しようとする行動をとるが、このことは乾期の作付時期にも影響を及ぼし干ばつ

被害リスクを高めることになる。従来ならば作付と作付の間に時間的な余裕があったため作付時期

の調整も容易であったが、現在の栽培システムでは余裕がなく自然な調整が困難になっている。こ

のように洪水と干ばつ被害は互いに影響を及ぼし合うようになったと考えられる。水管理についても

同様である。 

洪水対策と干ばつ対策はそれぞれ独立して講ずることができるというのがこれまでの考え方であ

った。しかし上述の変化から、現代の効率を追求した余裕のない栽培システムでは、両者を統合的

に扱わなければ農業災害問題を克服することができないとするのが本研究の仮説である。また、自

然現象としての洪水-渇水現象を統合的に捉えて評価する研究は気象・水文学分野で多く行われ

てきたが、その結末である農作物への被害にまで深く掘り下げた研究はこれまでなかった。 

２．研究の目的 

そこで本研究では、東南アジアにおける技術的集約の進んだ各灌漑農地を対象に、近年の冠

水-干ばつ被害の実態を統合的に捉え直し、両被害の発生要因の因果関係を考察し、被害緩和

のための新たな栽培管理のあり方について検討した。 

３．研究の方法 

(１) 洪水-干ばつ被害の実態の定量的・空間的な把握 

広域衛星リモートセンシングを用いて各地域の近年の被害実態を定量的・空間的に把握し、冠

水-干ばつ被害の因果関係について考察した。本研究では過去の農作物の干ばつによる被害を

広域で評価するため衛星画像データから①作物の生育段階、②農地の乾燥度情報を収集し、①

②の関係から被害を推定した。作物生育情報については MODIS 植生時系列データから生育段階

のデータセットを作成した。乾燥度評価に MODIS 蒸発散量プロダクトを用い Drought Severity 

Index (DSI)マップを作成した。洪水被害については申請者によって開発された被害判別手法を適

用することで被害面積・被害程度を広域で同定した。この手法は MODIS 時系列衛星画像から洪

水の発生日とその時の生育段階を判別し、両者の時間的関係から被害程度を推定した。 



(2) 現地調査と情報収集 

過去の被害状況および被害発生前後における水資源・栽培管理状況とその変化について現地

での聞き取り調査を行った。研究期間中はコロナ禍により調査延期や対象地域変更等の計画変更

を余儀なくされ、2019 年と 2023 年にベトナムメコンデルタにおいて実施した。 

４．研究成果 

(1) 干ばつ・洪水影響 

カンボジアにおける干ばつ被害のほとんどは雨季の無降雨期間（ドライスペル）の長期化が原因

となっているため、ドライスペル期における DSI を評価することで実際の干ばつ被害状況の把握を

試みた。その結果カンポンスプー州の水田では深刻な干ばつ被害が 2012 年に発生し、また中程

度の干ばつが過去 13 年間で 3 回発生したと見られる（図１）。 

 

図１ カンボジアにおける雨季の干ばつ指標 

 

 

図２ カンボジア・メコンデルタにおける洪水頻度および水稲冠水被害頻度 

一方でカンボジア・メコンデルタ地域では毎年のように季節洪水が発生しているが、洪水被害に

ついては、複数回の洪水被害を受けた水田はほとんど無かった。例外としてトンレサップ周辺のサ

ップ川東岸ではおよそ２年に一度の頻度で被害を受けた農地が分布していた。洪水頻度の高い地

域では洪水適応策（作付けパターンの最適化等）によって被害が回避されている。しかしながら、



一方で洪水頻度の低い地域では洪水一回あたりの被害発生率が高くなる。洪水経験が少なく、適

応策が講じられていないためである。 

ベトナムメコンデルタ地域においては、洪水被害は 2000 年以降の堤防等の洪水制御インフラお

よび栽培期間短縮技術等の洪水回避技術の導入により減少傾向にあった。また干ばつ被害につ

いては、脆弱な農地の土地利用転換（例えば水田からエビ養殖池等）が進み、これまで脆弱であ

った農地が減少する傾向にある。一方で新たに開拓された農地において干ばつ被害が発生する

傾向にあった。新規開拓農地は山間地域であることが多く、そのような土地は、もともと降雨も少な

く灌漑設備もないため農地には向かなかった土地であることが多い。また 2020 年乾季はベトナム

でも記録的な干ばつ被害が発生した。被害の多くは沿岸地域の農地であり、上流の少雨により河

川水位が下がったことで塩水遡上が例年よりも広範囲・長期化した。塩水が混入した灌漑水路は

灌漑に適さず、また少雨も相まって、すでに作付けされていた農作物は枯れ（直接的な干ばつ被

害）、また新規作付けも遅れている（間接的な干ばつ被害）。 

(2) 被害緩和のための栽培管理方法の検討 

作付暦は自然環境条件や栽培技術の違いなど複雑な要素から成りたち、耕作者の長年の経験

や知識に基づいて発展してきた。栽培には一定の期間が必要となる一方で栽培可能な期間は洪

水や干ばつの程度によって制限されるため、この時間的な余裕が少ない作付暦ほど環境変動によ

る被害を受けやすい。この時間的余裕を“Safe Margin for Cropping；SMC”と定義し、洪水や干ば

つの被害緩和策を統合的に評価する指標として提案した（図３）(Kotera, A. 2022)。 十分な SMC

を持つ作付けシステムは、SMC が緩衝期間となるため、環境変化により作付け期間が短くなったと

しても、必要な作付け期間をある程度維持することができるとされる。洪水や干ばつの脅威に対す

る作付システムの脆弱性は、ある作付年における APC と稲作に必要な期間との間の時間的余裕と

して定義される SMC で表され、これは、稲の品種の成長期間と作付頻度に依存する。SMC が十分

な作型は、環境変化による APC の減少に対応できるが、APC の減少が SMC の期間を超えると、

作付けサイクルに悪影響が出る。SMC のわずかな違いが、稲作システムの安定性とその生産能力

に決定的な違いをもたらすことがある。ある規模の環境変化のもとでは、SMC が短い作型ほど被害

のリスクが高くなる可能性がある。  

図４に各評価指標の空間分布を示す。両年の作付数の変動が最も大きかったのは、沿岸部より

も上流部であった。これは、両年とも洪水規模の変動が塩水遡上規模の変動よりも大きく、洪水に

よる稲作への脅威の程度が塩水遡上のそれよりも大きいことを示している。ここで塩水遡上の影響

は塩害よりもむしろ、利用可能な水が不足するため干ばつ被害を引き起こす。一方、両年を通じて

SMC が短い地域、すなわち脆弱と推定される地域は、広大な沿岸域に分布していた。つまり、脆

弱な地域では水資源状況の変化に応じて年間の作付け数が変動しやすく、脆弱でない中流域で

は作付け数が安定しやすいと考えられる。実際、SMCが非常に短い水田では、上流域での治水努

力による適応とは対照的に、沿岸部では稲作ではなくエビ養殖など他の土地利用へと変化するこ

とが多い。 

このように複合的な脅威がある条件下における有効な適応策としては、脅威そのものを軽減する

ことを第一としながら、それ以上に、作付回数を減らしたり、栽培期間の短い品種の使用や作付期

間中の労働時間の短縮によって栽培期間を短縮し、脅威に対する十分な SMC を確保することが

効果的と考えられる。 



 

 

 

 

 

 

 

図３ 統合脆弱性評価指標 SMC の概念 

 

 

 

以上、本研究では、洪水および渇水現象による農作物被害が同じ場所で起こりうるにもかかわら

ず、それぞれの対応技術が個別に発展してきたことで様々な問題が生じていることを指摘し、東南

アジア稲作地域を対象に冠水・干ばつ両被害緩和のための新たな統合的な栽培管理のあり方を

作付暦管理の観点から示そうとした。広域時系列衛星リモートセンシングを用いて各地域の被害実

態を定量的・空間的に把握し、冠水-干ばつ被害の関係について作付暦の成立に着目して分析を

行った。 栽培が可能な期間は洪水や干ばつによって制限されるため、時間的余裕が少ない作付

暦ほど環境変動による被害を受けやすい。この時間的余裕を定量化し両被害の適応策を統合的

に管理する指標として提案した。 

図４ SMC 各指標の空間的な分布 
① 栽培可能期間(APC)の変化、② 作付け回数の変化、③ SMC 
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